
つみたてNISAに関する説明会
～職場つみたてNISAの活用～

平成30年６月

金融庁 総務企画局 政策課



〇 なぜ、「家計の安定的な資産形成」を推進？

〇 なぜ、「つみたてNISA」？

〇 職場で、「つみたてNISA」を普及!!
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（出典）日本銀行より、金融庁作成

家計金融資産の推移・構成比

我が国の家計金融資産推移 各国家計の株式・投信の割合（2016年末）

（※） 株式・投信は間接保有を含む割合。
（出典） FRB、BOE、日本銀行より、金融庁作成
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各国の家計金融資産の推移

（出典） ＦＲＢ、ＢＯＥ、日本銀行より、金融庁作成
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【米国】 【日本】

家計所得の日米比較

（出典）日本：内閣府、米国：Bureau of Economic Analysis

家計の株式・投信等の保有割合

（※）株式・投信等は間接保有を含む割合。

家計所得の構成比
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政策効果

（出典）FRBより、金融庁作成
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金融資産「ゼロ」世帯 過去最高（平成29年調査）

（出典）金融広報中央委員会「家計の金融行動に関する世論調査」（二人以上世帯調査）

金融資産「ゼロ」世帯の推移 収入階層別の金融資産「ゼロ」世帯比率
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（注） 金融資産とは、預貯金、信託、保険、有価証券等。ただし、給与振込等で一時的にしか口座にとどまらない預貯金等は除く。
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6月 12月 3月 6月 9月 12月 3月 6月 9月 12月 3月 6月

2014年 2015年 2016年 2017年

NISA口座稼働率・買付額の推移

（出典） 日本証券業協会、金融庁
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投資は必要だと思うが、行わない理由

0 10 20 30 40 50 60 70 80

まとまった資金がないから

投資の知識がないから

（投資は難しいものだと思うから)

投資は損をしそうで怖いから

どのように有価証券を購入したら

良いのか分からないから

取引を行う時間的ゆとりがないから

(%)

少額投資
を知らない

積立投資
を知らない

（出典）金融庁「国民のNISAの利用状況等に関するアンケート調査（2016年2月」 （投資未経験者1,135人を対象）

まとまった資金がないから

投資の知識がないから

投資は損がしそうで怖いから

どのように購入したら良いのか
分からないから

取引を行う時間的ゆとりがないから
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信託銀行（資産の保管）

投資信託による少額からの分散投資

「投資信託」の仕組み

運用会社（資産の運用）

社 債

株 式

先物取引

金融マーケット

投資信託口銀
行
・
証
券
会
社

投

資

家

申込金

指図

○ 投資をするほどのお金がない！

→ 少額から投資が可能 （例えば、1,000円から）

○ どの会社に投資したらよいか、わからない！

→ 分散して投資が可能 （例えば、マーケット全体に）
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134.0

79.1

240.0

431.6

万円

※株価指数に直接投資することはできません。データは投資コスト、税金などを考慮していません。

日経平均株価指数に20年間つみたて投資をした場合

長期・分散投資の効果①
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世界の主な株価指数に20年間つみたて投資をした場合

万円

※株価指数に直接投資することはできません。データは投資コスト、税金などを考慮していません。

432.0

571.8

683.7

86.5

207.1

652.8

566.3

431.6

240.0

586.5MSCIｴﾏｰｼﾞﾝｸﾞ 9.5%
S&P500                   9.1%
MSCIｺｸｻｲ 8.2％
MSCIｵｰﾙ 7.9％
日経平均 5.5％

長期・分散投資の効果②
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投資信託の信託報酬とリターン（国内株式アクティブ運用）

（出典）QUICK、Bloomberg（2016年11月末時点）より、金融庁作成。

７割が
日経225を下回る

３割が
マイナス
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年率リターン（過去10年間）
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投資信託における販売手数料（階層推移）

（出典）金融庁

１％未満

１％～２％未満

２％～３％未満

手数料
３％以上

15



家計の安定的な資産形成に向けた取組み

長期・積立・分散投資を税制面（非課税）から促進

長期の資産形成に適した商品（投資信託）に限定

つみたてＮISA

「顧客本位の業務運営に関する原則」の策定

顧客本位の業務運営の確立・定着に向けた、

金融機関の取組みの「見える化」

実践的な投資教材の作成

職場をきっかけとした投資教育の展開

（職場つみたてNISA等）

顧客本位の
業務運営

投資教育
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・非課税枠（最大）：40万円

・非課税の期間：20年間

・非課税の最大枠：800万円（40万円×20年）
・投資対象：株式投資信託
長期の資産形成に適した商品に限定

・非課税枠（最大）：120万円

・非課税の期間：５年間

・非課税の最大枠：600万円（120万円×５年）

・投資対象：上場株式、株式投資信託、REITなど

一般ＮＩＳＡとつみたてＮＩＳＡ

一般NISA つみたてNISA

５年間 20年間

選択

H26

H27

H28 120

H29 120

H30 120

H31 120

H32 120

H33 120

H34 120

H35 120

H30 40

H31 40

H32 40

H33 40

H34 40

H35 40

H36 40

H37 40

H38 40

H39 40

H40 40

H41 40

H42 40

H43 40

H44 40

H45 40

H46 40

H47 40

H48 40

H49 40
17



つみたてNISAの対象商品について

既存の投資信託（公募投信全体で約5,000本）の大半は、資産形成に不向きなもの

✔ 短期的な運用のもの ✔ 手数料の高いもの

✔ 毎月分配型のもの ✔ レバレッジをかけたもの（日経225の２～3倍の値動き）等

〇 インデックス投資信託（市場平均に連動した成果を目指すもの）が基本（129本）

● インデックスは金融庁が指定（※日経平均株価やS＆P500等）

● 低コストの商品に限定（国内資産を運用：0.5％以下、海外資産を運用：0.75％以下）

〇 アクティブ運用の投資信託（市場平均を上回る成果を目指すもの）は、例外的に、継続して

投資家に支持・選択され、規模が着実に拡大しているもののみ（16本）

● 純資産額が50億円以上、運用実績が５年以上、資金流入超の実績が認められるもの

● 低コストの商品に限定（国内資産を運用：1.0％以下、海外資産を運用：1.5％以下）

〇 販売手数料は0％（ノーロード）

つみたてNISAの対象商品（4月23日時点 148本） ※ETFを含む
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http://1.bp.blogspot.com/-dT9vdcROFFs/VCkbRG7I5zI/AAAAAAAAnEE/vNMQOQiP6fo/s800/pop_gentei.png


ポイント つみたてNISA

長 期 投 資
投資を始めたら、長期間続けること！ 長期保有を前提とした制度

非課税期間は20年間

積 立 投 資
投資のタイミングをとらえるのは難しい！定期
的に自動で買付！

買付けの方法は、積立投資に限定

分 散 投 資
分散投資でリスクを軽減！
資産の分散と地域の分散 !

対象は、国内外の株式・債券等に分散し
て投資する投資信託

手 数 料
信託報酬は、長期の運用成果に大きな影
響！

信託報酬が低く、販売手数料もノーロード
（０円）の低コスト商品に限定

分 配 金
毎月、分配金を受け取ることは、長期の運
用には向かない！

毎月分配型でない商品が対象

税 金 原則、運用益は課税（20.315％） 運用益は非課税

資産形成（投資）にあたってのポイント
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「つみたてNISA」なら、すべての
ポイントをおさえてる！

ポイント！



つみたてNISAに関するよくあるご質問（FAQ）

○ つみたてＮISAでは、買い付ける商品を変更することは出来ないのか。

○ つみたてＮISAを始める際、既に一般ＮISAで保有している商品は、売却する必要があるのか。

 買い付ける商品は、いつでも変更することが出来ます。

 なお、過去につみたてNISAで買い付けた商品を、別の商品に入れ替えること（スイッチング）は出

来ません。

 既に一般ＮISAで保有している商品を売却する必要はありません。

 購入時から５年間はそのまま非課税で保有可能で、売却も自由です。

○ つみたてＮISAでは、20年以内に売却しなければ、非課税の恩典を受けられないのか。

 20年以内に売却しなくても、非課税の恩典は受けられます。

 20年の非課税期間が終了する際、その時の時価で課税口座（特定口座又は一般口座）に払い

出されることとなり、つみたてNISAで保有していた間の値上がり分には課税されません。
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一般NISAと比べ、つみたてNISAは20代～40代による口座開設の割合が多い。

一般NISAからの切り替えではなく、新規の口座開設の割合は約６割超。

一般NISA（非稼動）からの切替も含め、新たに投資を行う層が広がりつつある。

世代別比較

※ 平成29年９月末時点

新規開設/切り替え

※ つみたてNISAについては、主な金融機関へのヒアリングベース（平成30年１～２月）

【つみたてNISA】 【一般NISA】

つみたてNISA口座開設者の傾向について
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7割 3割

新規の

口座開設

62%

一般NISA（稼動）
からの切替

一般NISA（非稼動）
からの切替

30％

8％
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〇 なぜ、家計の安定的な資産形成を推進するのか？

〇 なぜ、「つみたてNISA」なのか？

〇 職場で、「つみたてNISA」を普及させる!!
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 つみたてNISAは、投資未経験者の資産形成にベストマッチ。

 身近な場（職場）で、資産形成を始める「きっかけ」が必要。

 職場においても、投資を学べる機会があることが大切。

現役世代を中心に、安定的な資産形成のニーズが高まっている！

他方、多くの人が、「きっかけ」がなく、資産形成（投資）に踏み込めない！

「職場つみたてNISA」の導入・展開について

○ まずは、金融庁において、「職場つみたてNISA」を導入。

○ 他省庁、地方自治体・民間企業にも「職場つみたてNISA」を展開。

■ 内閣人事局から各府省への文書（平成29年11月）

金融庁 ⇒ 霞が関全体へ

■ 高齢社会対策大綱（平成30年2月）

霞が関 ⇒ 地方自治体・民間企業へ
23



「職場つみたてNISA」の展開

職員の自助努力による資産形成を促すためには、資産運用を開始するきっかけが身近な場で得られ

るよう、職場における環境を整えることが効果的であると考えられます。・・・実際に、一部の省庁におい

て、職場単位でつみたてNISAやiDeCoの普及を図る取組が見られるところであり、各省庁等において

も、別添資料の例も参考にしながら、職員に対する一層の厚生施策の推進に努めていただくようお願

いします。・・・・

高齢社会対策大綱（平成30年2月閣議決定）

（略）つみたてNISA（少額投資非課税制度）等の普及や利用促進を図るとともに、勤労者が

資産形成を開始するきっかけが身近な場で得られるよう、職場環境の整備を促進する。特に、地方

公共団体や企業における取組を促していく等の観点から、まずは国家公務員がつみたてNISA等を

広く活用するよう、職場つみたてNISA等の枠組みを導入し、積極的なサポートを行うなど、政府とし

て率先して取組を進める。

内閣人事局からの各府省宛て通知文（平成29年11月27日）
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○ 職場を通じて、①つみたてNISA・iDeCoの情報（きっかけ）、②投資を学べる機会を提供

※ 職場ポータルサイトによる情報の提供や金融機関によるセミナー開催など

○ 口座振替で積立投資が可能 ※口座振替の場合、給与天引きは不要

○ 定額積立による投資（つみたてNISA）が、内規等に抵触しない旨をあわせて周知

「職場つみたてNISA」の概要

金融機関

職員・社員

職 場

つみたてNISA・iDeCoの申込

つみたてNISA・iDeCoの情報
を提供

投資を学べる機会を提供

連 携

銀 行

証券会社

運用業者（直販）

制度や投資に関する情報の提供
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金融庁における「職場つみたてNISA」の取組み

ポータルサイトに情報を掲載 職員向けセミナーの開催

金融機関の方を講師に招き、つみたてNISA・
iDeCoについて、職員向けセミナーを開催。

つみたてNISA・iDeCoの情報を金融庁のポータ
ルサイトに掲載。
定期的にメルマガを作成・送付。

金融庁つみたてNISA セミナー（H30.2.26）

http://4.bp.blogspot.com/-qiH7dVl4f6o/V1z82R-VpDI/AAAAAAAA7Ms/ktb-hWAZC0En3moU425ZRduzs_RpPqTRwCLcB/s800/computer_laptop_note_zabuton.png
http://3.bp.blogspot.com/-Nus31EfeJdw/VHxqY-Ny-ZI/AAAAAAAApXI/kBrqFWXutmI/s800/zei_etax.png
http://3.bp.blogspot.com/-qRt6UrnektI/Wc8f7Ps8Y5I/AAAAAAABHJQ/0fvRqb00sYgut77lyvAp0W8nMfeZAcf4wCLcBGAs/s800/study_man_normal.png
http://2.bp.blogspot.com/-bQYANW7prHw/Wc8f8soXACI/AAAAAAABHJc/ErtDG5TFSLggiJjEGONoHGPMkoW-9fqwwCLcBGAs/s800/study_woman_normal.png
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ありがとう！

ご清聴、ありがとうございました！

つみたてワニーサ

公式twitter

@Wa_nisa_FSA


